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保健衛生部 

№ 10  

制 度 名 小美玉市国⺠健康保険健診費助成 主管課名 医療保険課 

趣旨・目的 
病気の早期発見と疾病予防を促進し，健康増進を図るため，人間ドック・脳

ドックを受診した方に，その費用の一部を助成します。 

【対象団体等】 

・申し込み（申請）時及び受診日に小美玉市国⺠健康保険の被保険者である方。 

 

【対象事業】 

・契約医療機関による人間ドック・脳ドック健診 

 

【補助要件等】 

・小美玉市国⺠健康保険被保険者で健診等受診日において満 30 歳以上の方。 

・小美玉市国⺠健康保険税を完納している世帯員の方。 

・特定健診を受診していない方。（40〜74 歳の方のみ） 

根拠：小美玉市国⺠健康保険条例及び小美玉市国⺠健康保険健診費等助成要綱 

 

【対象経費】 

・契約医療機関による人間ドック・脳ドック健診料金 

 

【補助限度額等】 

・20,000 円 

・年度内 1 回限り，人間ドック⼜は脳ドックのいずれか１回の健診費用 

 

【受付期間および実施期間】 

・受付期間：令和 5 年５月 9 日（火）から令和 6 年１月 31 日（水） 

・実施期間：令和 5 年５月１１日（木）から令和 6 年３月３１日（日） 

  ※受付期間内に申請し、実施期間内に受診した方。  

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

 

人間ドック （契約医療機関） 

脳ドック  （契約医療機関） 

定額 

20,000 円 

20,000 円 

 

13,000 円〜 

16,000 円〜 

 

【令和 5 年度当初予算額】   

  5,918 千円  

【補助対象想定数】 

人間ドックと脳ドックの合計 480（人） 

【備考】                                             

 国保年金係 
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保健衛生部 

№ 11  

制 度 名 小美玉市出産育児一時金の支給 主管課名 医療保険課 

趣旨・目的 
小美玉市国⺠健康保険に加入している方が，出産したときに出産育児一時金

を支給します。 

【対象団体等】 

・小美玉市国⺠健康保険に加入する世帯主の方 

【対象事業】 

  ・出産及び育児 

【補助要件等】 

  ・小美玉市国⺠健康保険に加入している方が出産した場合 

（職場等の健康保険から給付を受けることができる場合を除く。） 

根拠：小美玉市国⺠健康保険条例及び小美玉市国⺠健康保険条例施⾏規則 

【対象経費】 

  ・出産費（妊娠 85 日以降であれば死産や流産も含まれます。） 

【補助限度額等】 

・一律 48 万８千円を支給します。 

（産科医療補償制度に加入の病院等で分娩した場合は 1 万 2 千円を加算。） 

・分娩された方が，職場の健康保険に 1 年以上加入し，その後 6 か月以内に出産した 

場合は，国保加入前に加入していた健康保険で出産育児一時金が支給されます。 

   

【その他（出産育児一時金直接支払制度）】 

・医療機関が出産育児一時金の支給申請及び受取を⾏う制度で，医療機関等との間で代

理契約を締結する合意文書を取り交わすことで利用できます。なお，この制度を希望

しない場合は，出産後に市役所から直接受け取ることも可能です。 

 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

出産育児一時金 48 万 8 千円／１人 

産科医療補償制度加入の場合 

1 万 2 千円加算／１人 

488,000 円 

 

500,000 円 

  

【令和５年度当初予算額】 

  20,000 千円  

【補助対象想定数】  

40（人）  

【備考】 

 国保年金係 
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保健衛生部 

№ 12  

制 度 名 小美玉市葬祭費の支給 主管課名 医療保険課 

趣旨・目的 
小美玉市国⺠健康保険に加入している方が，死亡したときは葬祭費を支給し

ます。 

【対象団体等】 

  ・国⺠健康保険の加入者が死亡したとき，葬祭（葬儀）を執り⾏った方（喪主）に支給

されます。 

 

【対象事業】 

  ・葬祭・葬儀（埋葬） 

 

【補助要件等】 

  ・小美玉市国⺠健康保険に加入している方が死亡し，葬祭等を⾏った場合。 

根拠：小美玉市国⺠健康保険条例及び小美玉市国⺠健康保険条例施⾏規則 

  ・職場の健康保険から同等の給付を受けることができる場合は支給されません。 

 

【対象経費】 

  ・葬祭・葬儀（埋葬）費用 

  

【補助限度額等】 

・葬祭等を⾏った方に一律 5 万円を支給します。 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

葬祭費 5 万円／１人 
50,000 円   

【令和 5 年度当初予算額】 

  4,500 千円  

【補助対象想定数】  

90（人）  

【備考】 

 国保年金係 
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保健衛生部 

№ 13  

制 度 名 医療福祉費支給制度（マル福，マル特） 主管課名 医療保険課 

趣旨・目的 
妊産婦，小児，ひとり親家庭の親と子，重度心身障がい者等の方が，必要と
する医療を安心して受けられるよう，健康保険証を使った医療費の一部や調
剤薬局での費用を助成します。 

【対象団体等】 

 ・市内に住所を有し，以下の要件に該当する者 

①妊産婦･･･⺟子健康手帳交付の日の月の１日から出産日の翌月末まで 

  ②小 児･･･0 歳から１８歳到達後，最初の 3 月 31 日まで（高校３年生相当まで，ただ

し中学生・高校生は入院のみ） 

  ③ひとり親家庭･･･⺟子⼜は⽗子家庭あるいは⽗⼜は⺟に一定以上の障害があり，⻑期

にわたり働くことができない状態にある家庭の 18 歳未満（障がい者及び高

校在学者は 20 歳未満）の子とその親，両親のいない 18 歳未満の方（障がい

者及び高校在学者は 20 歳未満） 

④重度心身障がい者･･･身体障害者手帳 1・2 級の方，身体障害者手帳 3 級の内部障害の

方，身体障害者手帳 3 級に該当し知能指数 50 以下と判定された方、特別児童

扶養手当 1 級の方，知能指数が 35 以下と判定された方，障害基礎年金 1 級を

受給されている方，療育手帳｢A｣以上の方，精神障害者保健福祉手帳 1 級の方 

  ⑤特例小児（市単独事業）･･･②小児で所得要件によりマル福に該当しない方及び小児に

該当する中学生・高校生（相当）の外来分 

【補助要件等】 

 ・医療保険に加入していること 

 ・生計を維持する者の所得が基準以下であること(ただし，小児は所得制限を撤廃し，すべ

ての小児を対象に助成している。) 

 根拠：小美玉市医療福祉費支給に関する条例 

【対象経費】   

 ・医療機関で診療した場合，医療保険が適用される一部負担金の額から｢外来自己負担金｣

または｢入院自己負担金｣を控除した額を助成します。但し，重度心身障がい者の方の自

己負担はありません。 

   ※外来自己負担金･･･医療機関ごとに 1 日 600 円を限度に，月 2 回までを負担 

   ※入院自己負担金･･･医療機関ごとに 1 日 300 円を限度に，月 3,000 円までを負担 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 
医療費 
 ＊要件①から④ 県統一の制度（マル福） 
 ＊要件⑤ 本市独自の拡充制度（マル特） 

 
1/2 

10/10 

 
外来(通院)1 日 600 円 
入院 1 日 300 円 

 
県補助金 

1 / 2 

【令和 5 年度当初予算額】 

   323,112 千円  

【補助対象想定数】       

12,000（件） 

【備考】 医療福祉係  
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保健衛生部 

№ 14  

制 度 名 インフルエンザ予防接種助成事業 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 

 インフルエンザの罹患予防を図るため、インフルエンザワクチン接種に要す

る費用の一部を助成することにより、市⺠の保健医療の向上及び福祉の増進を

図ることを目的とします。 

【対象団体等】 

  ・市内全域の個人 

【対象事業】 

  ・市と締結した医療機関で接種した費用を下記の対象者並びに限度額により助成 

【補助要件等】 

  基準日（令和 5 年 12 月１日）現在で 満１歳から 15 歳の方 

【対象経費、補助限度額等】 

  子どものインフルエンザ助成 

    年度１歳〜中学生：１回の接種費用に対し 2,500 円を助成 

 

    ※任意の予防接種であり、申請者に対し助成 

 

    ※生活保護受給者(世帯)に関しては全額を市が負担 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

一人当たり 
年度 1 歳〜中学生   

2,500 円(定額) 

接種料金と

の差額分 
 

【令和 5 年度当初予算額】 

9,860 千円  

【補助対象想定数】 

子どものインフルエンザ 3,930 人 

【備考】 

    感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 15  

制 度 名 おたふくかぜ予防接種費用の助成事業 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 

 おたふくかぜの接種に要する費用の一部を助成することにより，その接種率

を高め，おたふくかぜの発症及び重症化の防止並びにその流⾏の予防を図るこ

とを目的とする。 

【対象団体等】 

  ・市内全域の個人 

【対象事業】 

  ・市が契約した医療機関によるおたふくかぜ予防接種の費用 

【補助要件等】 

  次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

  （１）1 歳〜6 歳（就学前） 

  （２）おたふくかぜワクチンの予防接種を受けたことがない者 

  （３）おたふくかぜにかかったことがない者 

【対象経費】 

  ・契約医療機関によるおたふくかぜ予防接種の料金 

 

【補助限度額等】 

  ・おたふくかぜ予防接種料金 定額 5,000 円 

  ・助成回数は 1 回とする。 

 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

おたふくかぜ予防接種（契約医療機関） 
定額 

5,000 円 

接種料金との

差額分 
 

【令和 5 年度当初予算額】 

1,350 千円  

【補助対象想定数】 

270（人）  

【備考】 

    感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 16  

制 度 名 風しんワクチン予防接種費用の助成事業 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 

 妊娠中の感染による先天性風しん症候群の発症を予防するために，風しん⼜

は麻しん風しん混合ワクチンの接種に要する費用の一部を助成することによ

り，予防接種を受けやすい環境整備を図り，市⺠の健康増進に寄与することを

目的とする。 

【対象団体等】 

  ・市内全域の個人 

【対象事業】 

  ・風しん予防接種 

【補助要件等】 

  次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

  （１）予防接種を受けた日において，市の住⺠基本台帳に記録されている者で，次のいず

れかに該当する者であること。 

     ア 妊娠を希望している女性 

     イ 妊娠を希望している女性の夫（内縁の夫及び結婚予定者も含む。 

     ウ 妊娠中の女性の夫（内縁の夫及び結婚予定者も含む。） 

  （2）風しんに，り患したことがないこと⼜は予防接種を受けたことがないこと。 

【対象経費】 

  ・風しん⼜は麻しん風しん混合ワクチン 1 回の接種費用 

【補助限度額等】 

  ・風しん⼜は麻しん風しん混合ワクチン 1 回の接種費用に対し 3,000 円を助成 

  ・助成回数は 1 回とする。 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

風しん⼜は麻しん風しん混合ワクチン 定額 3,000 円 
接種料金との

差額分 
 

【令和 5 年度当初予算額】 

45 千円  

【補助対象想定数】 

15（人）  

【備考】 

    感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 17  

制 度 名 成人用肺炎球菌予防接種助成事業 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 
 高齢者における肺炎羅患予防のため，予防接種に要する費用の一部を助成す

ることにより、市⺠の保健医療の向上を図ることを目的とします。 

【対象団体等】 

 ・市内全域の個人 

【対象事業】 

 ・市と締結した医療機関で接種した費用を下記の対象者並びに限度額により助成 

【補助要件等】 

 ・65 歳以上の方のうち，定期予防接種の対象外の方 

 ・過去に一度でも接種した方は対象外(全額自己負担の場合を含む) 

【対象経費】 

 ・高齢者肺炎球菌ワクチン(23 価)の接種費用 

 ・予診のみの場合は対象外 

【補助限度額等】 

 ・1 回 5,000 円 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

 1 回 5,000 円 接 種 料 金 と

の差額分 

 

【令和 5 年度当初予算額】 

290 千円  

【補助対象想定数】          

58 人  

【備考】 

感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 18  

制 度 名 生殖補助医療費補助金 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 

 体外受精及び顕微受精による不妊治療（生殖補助医療費）については、令和 4 年 4 月 1 日より保

険適用となったが 1 回の治療費が高額でありその経済的負担が重いことから、生殖補助医療に要す

る費用の一部を補助することにより、不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図ります。 

【対象団体等】 
  ・市内全域の個人 
【対象事業】 
  ・厚生労働省の指定する医療機関において受けた保険適用による生殖補助医療費(混合診

療含む) 
【補助要件等】 
  ・法律上の婚姻をしている夫婦⼜は事実婚関係ある者。 

・夫婦の双方⼜はいずれか一方が補助金の交付を申請する日の１年以上前から引き続き
市内に１年以上住所を有していること。 

  ・市税に滞納がないこと 
  ・治療開始日における妻の年齢が４３歳未満であること(保険適用の年齢と同じ) 
   ■小美玉市生殖補助医療補助金交付要綱 
【対象経費】 
  ・対象となる経費：保険診療である生殖補助医療にかかる経費 

(先進医療と認められる治療との組み合わせ・混合診療自己負担金についても補助対象
とする。) 

  ・対象とならない経費： 
  （１）夫婦以外の第三者からの精子・卵子⼜は胚の提供による不妊治療 
  （２）代理⺟（妻が卵巣と子宮を摘出したことなどにより，妻の卵子が使用できず，かつ，

妻が妊娠できない場合に，夫の精子を妻以外の第三者の子宮に医学的な方法で注入
して，当該第三者が妻の代わりに妊娠・出産するもの） 

  （３）借り腹（夫婦の精子と卵子は使用できるが，子宮摘出等により，妻が妊娠できない
場合に，夫の精子と妻の卵子を体外受精して得た胚を妻以外の第三者の子宮に注入
して当該第三者が妻の代わりに妊娠・出産するもの） 

【補助限度額等】 
  ・生殖補助医療を受けたときの自己分金 1 回につき１０万円を限度額とし、１０万円に満

たない場合は、当該費用とする。(高額治療費制度を利用する場合は、高額療養制度決定
後に負担した自己負担金とする。) 

  ・初回の治療開始日において 40 歳未満の方については，通算６回まで，40〜43 歳未満
までの方は通算 3 回までとする。(保険適用と同等) 

 ・特定不妊治療の過程で精子を精巣⼜は精巣上体から採取するための手術(以下「男性不妊
治療」という。)を⾏った場合は，前項のほか，1 回の治療につき 5 万円まで助成する。  

 

区    分 市 受益者負担 その他 

一人あたり 100,000 円(上限) 

男性不妊治療の場合は，50,000 円(上限)  
   

【令和 5 年度当初予算額】 

5,000 千円  

【補助対象想定数】 

50 人(延べ)  

【備考】 

    感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 19  

制 度 名 不育症治療費補助金 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 
少子化対策の一環として、不育症治療（検査を含む。）を受ける夫婦の経済的負

担の軽減を図るため、検査・治療費用の一部を助成します。 

【対象団体等】 

 ・市内全域の個人 

【対象事業】 

 ・茨城県の指定する医療機関において受けた不育症治療・検査 

【補助要件等】 

 ・婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む）をし

ている夫婦であること。 

 ・夫婦の双方またはいずれか一方が不育症治療が終了した日において市内に 1 年以上住⺠

基本台帳法による住⺠登録をしていること。 

 ・2 回以上の流産等により不育症治療が必要と医師に診断されていること。 

 ・他の市町村で類似の助成金の交付を受けていないこと。 

 ・県が実施する不育症検査費助成費用の対象となる検査を含む不育症治療等を受けた場合

は、県助成事業の交付決定を受けていること。 

 ・市税の滞納がないこと。 

【対象経費】 

 ・小美玉市不育症治療費補助金交付要綱 

【補助限度額等】 

・不育症検査に要した費用から県助成事業の助成額を控除した額について、１回の治療につき

5 万円を限度に補助する。 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

上限 5 万円    

【令和 5 年度当初予算額】 

250 千円  

【補助対象想定数】 

５人  

【備考】 

    感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 20  

制 度 名 不妊検査及び一般不妊治療費補助金 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 
 少子化対策の一環として，不妊に悩む夫婦に対し，一般不妊治療に要する費

用の一部を補助することにより，その経済的負担の軽減を図ります。 

【対象団体等】 
  ・市内全域の個人 
【対象事業】 
  ・茨城県の指定する医療機関において受けた一般不妊治療 
【補助要件等】 
  ・法律上の婚姻をしている夫婦で，夫⼜は妻のいずれか一方が市内に１年以上住所を有し

ていること。 

  ・夫婦の一方が，産科，婦人科，産婦人科，泌尿器科⼜は皮膚泌尿器科を標榜する医療機

関において不妊症と診断され，一般不妊治療を受けていること。 

  ・当該助成に係る治療期間の初日における妻の年齢が 35 歳以下であること。 
  ・補助金の交付対象となる期間は，夫婦それぞれの検査開始日のいずれか早い日から起算

して1年間とする。 

  ・市税に滞納がないこと 
■小美玉市不妊検査及び一般不妊治療費助金交付要綱 

【対象経費】 
  ・対象となる経費： 
  （１）事前検査として実施する精子の細菌学検査費用及び HIV 等の感染症検査費用 
  （２）採精(事前採取も含む。)費用 

  （３）精子の事前採取から人工授精当日までの凍結保存料借り腹（夫婦の精子と卵 
（４）精子の濃縮，洗浄等に要する費用 

（５）排卵誘発のための HCG 注射 
（６）精子を子宮内に注入するために要する費用 

（７）人工受精後，感染予防のため服用する抗生剤等に係る費用 

【補助限度額等】 
  ・1 組の夫婦に対して治療に係る本人負担額の，50,000 円を上限額とし、助成の回数は，

夫婦 1 組につき 1 回を限度とする。 
 
 
 
【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

1 組の夫婦あたり 50,000 円(上限) 

 
   

【令和５年度当初予算額】 

1,000 千円  

【補助対象想定数】 

20 人(延べ)  

【備考】 

    感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 21  

制 度 名 骨髄移植ドナー支援事業補助金 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 
骨髄⼜は末梢血幹細胞の移植およびドナー登録の推進を図る。 

【対象団体等】 

       市内全域の個人 

【対象事業】 

       公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において骨髄等を 

提供 

【補助要件等】 

       ①日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において骨髄等の提供を完了し，

当該提供を証明する書類の交付を受けていること。 

       ②骨髄等の提供時に小美玉市の住⺠基本台帳に記録されていること。 

       ③骨髄等の移植に関し，この補助金以外の補助金⼜は助成金を受けていない 

こと。 

       ④ドナー休暇制度を設ける企業，団体等に所属していないこと。 

       ⑤市税の滞納がないこと。 

【対象経費】 

 

【補助限度額等】 １４万円 

 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

一人当たり １４万円(上限) 1/2 助 成 額 と の

差額分 

国 1/2 

【令和５年度当初予算額】 

140 千円  

【補助対象想定数】 

1（人）  

【備考】  

感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 22  

制 度 名 帯状疱疹予防接種助成事業 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 
帯状疱疹予防のため，予防接種に要する費用の一部を助成することにより、市

⺠の保健医療の向上を図ることを目的とします。 

【対象団体等】 

     市内全域の個人 

【対象事業】 

    ・市と締結した医療機関で接種した費用を下記の対象者並びに限度額により助成 

【補助要件等】 

    ・接種日に５０歳以上、本市に住⺠登録がある方 

    ・過去に一度でも本助成を利用した方は対象外(全額自己負担の場合を含む) 

【対象経費】 

    ・帯状疱疹予防接種費用の一部 

    ・予診のみの場合は対象外 

【補助限度額等】 

    ・生ワクチン・不活化ワクチンとも生涯 1 回 ４,000 円 

       

 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

一人当たり ４千円(上限)  助 成 額 と の

差額分 

 

【令和５年度当初予算額】 

１，４６０千円  

【補助対象想定数】 

３６５人(延べ)  

【備考】  

感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 23  

制 度 名 風しん追加的対策事業の公費負担 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 

風しんの予防接種機会の与えられなかった昭和３７年４月２日から昭和５４

年４月１日の間に生まれた男性に、抗体検査・予防接種に要する費用を全額公

費することにより、市⺠の保健医療の向上を図ることを目的とします。 

【対象団体等】 

     市内全域の個人 

【対象事業】 

    ・茨城県と締結した医療機関・健康診断等で実施した抗体検査費用及び予防接種した

費用をクーポン券により公費負担する。 

【補助要件等】 

    ・昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日の間に生まれた男性で本市に住⺠登録

がある方(クーポン券所有の方) 

    ・過去に国内で本事業を利用した方は対象外 

【対象経費】 

    ・医療機関もしくは健康診断時に受けた風しん抗体検査費用 

    ・上記、抗体検査の結果により接種した風しん予防接種費用 

【補助限度額等】 

     

       

 

 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

抗体検査費用・予防接種費用全額 1/2  国 1/2 

【令和５年度当初予算額】 

６，３６２千円  

【補助対象想定数】 

８００人(延べ)  

【備考】  

感染症予防係 
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保健衛生部 

№ 24  

制 度 名 子宮頸がん予防接種の公費負担 主管課名 健康増進課 

趣旨・目的 

子宮頸がん予防ワクチン(HPV ワクチン)の積極的勧奨がされなかった平成９年４

月２日から平成１８年４月１日の間に生まれた女性に、予防接種に要する費用を全

額公費負担することにより市⺠の保健医療の向上を図ることを目的とします。 

【対象団体等】 

     市内全域の個人 

【対象事業】 

    ・茨城県内の医療機関で接種した費用を下記の対象者に公費負担する。 

【補助要件等】 

    ・平成９年４月２日から平成１８年４月１日の間に生まれた女性で本市に住⺠登録が

あり子宮頸がん予防ワクチン(HPV ワクチン)を３回受けたことがない方 

     (予診票については事前に健康増進課へ問い合わせ要) 

    ・過去に国内で本事業を利用した方は対象外 

【対象経費】 

    ・茨城県内医療機関で受けた子宮頸がん予防ワクチン費用 

予防接種費用 

【補助限度額等】 

【経費負担割合】 

区    分 市 受益者負担 その他 

予防接種費用全額    

【令和５年度当初予算額】 

７，２３８千円  

【補助対象想定数】 

１３５人(延べ)  

【備考】  

感染症予防係 


